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日本国有鉄道清算事業団の

債務等の処理に関する法律

等の一部を改正する法律案 

 
 
 
 
 
 
 

踏切道改良促進法等の一部

を改正する法律案 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北海道旅客鉄道株式会社及び四国旅客鉄道

株式会社並びに日本貨物鉄道株式会社の経営

基盤の強化を図るため、独立行政法人鉄道建

設・運輸施設整備支援機構の業務について、こ

れらの会社に対する助成金の交付に係る業務

の期限の延長及び出資に係る業務の追加等の

これらの会社への支援措置を拡充すること等

の措置を講ずる。 

 

 

踏切道の改良等を通じた道路及び鉄道の安

全かつ円滑な交通の確保を図るため、改良す

べき踏切道の指定方法の見直し、地方踏切道

改良計画の作成の義務付け、踏切道の改良の

方法への踏切道と密接な関連を有する道路の

改良の追加、災害時の管理の方法を定めるべ

き踏切道の指定制度の創設等の措置を講ずる

とともに、広域災害応急対策の拠点となる特

定自動車駐車場（仮称）の指定制度の創設、鉄

道事業者による災害時の他人の土地の使用等

に係る措置の拡充等の措置を講ずる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１月下旬 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１月下旬 
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特定都市河川浸水被害対策

法等の一部を改正する法律

案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海事産業の基盤強化のため

の海上運送法等の一部を改

正する法律案（仮称） 

 

 

 

 

 

 

住宅の質の向上及び円滑な

取引環境の整備のための      

長期優良住宅の普及の促進

に関する法律等の一部を改

正する法律案（仮称） 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

最近における気象条件の変化に対応して、

都市部における洪水等に対する防災・減災対

策を総合的に推進するため、特定都市河川の

指定対象の拡大、特定都市河川流域における

一定の開発行為等に対する規制の導入、雨水

貯留浸透施設の設置計画に係る認定制度の創

設等の措置を講ずるとともに、浸水想定区域

制度の拡充、都道府県知事等が管理する河川

に係る国土交通大臣による権限代行制度の拡

充、一団地の都市安全確保拠点施設（仮称）の

都市施設への追加、防災のための集団移転促

進事業の対象の拡大等の措置を講ずる。 

 

 

海事産業の基盤強化を図るため、船舶運航

事業者等が作成する特定船舶導入計画（仮称）

及び造船等事業者が作成する事業基盤強化計

画（仮称）の認定制度の創設、内航海運業の登

録制度の対象となる事業の追加、船員の労働

時間を適切に管理するための労務管理責任者

（仮称）制度の創設等の措置を講ずる。 

 

 

住宅の質の向上及び円滑な取引環境の整備

を図るため、区分所有住宅に係る長期優良住

宅建築等計画の認定手続の見直し、長期優良

住宅維持保全計画（仮称）の認定制度の創設、

登録住宅性能評価機関の活用による長期優良

住宅建築等計画の認定に係る審査の合理化、

特別住宅紛争処理の対象の拡大等の措置を講

ずる。 

 

 

 

 

 

 

 

２月上旬 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２月上旬 

 

 

 

 

 

 

 

 

２月上旬 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

海上交通安全法等の一部を

改正する法律案 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
航空法等の一部を改正する

法律案 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

船舶交通の一層の安全を確保するため、異

常な気象又は海象による船舶交通の危険の防

止を図る観点から船舶交通がふくそうする海

域にある船舶に対して海上保安庁長官が適切

な方法によるびょう泊、当該海域からの退去

等の措置を講ずべきことを勧告し又は命令す

ることができることとするとともに、海上保

安庁以外の者による海上保安庁の管理する航

路標識の工事又は維持に係る承認制度を創設

する等の措置を講ずる。 

 

 

最近における航空輸送及び無人航空機をめ

ぐる状況に鑑み、航空機の航行の安全及び無

人航空機の飛行の安全並びに航空運送事業の

利用者の利便の確保を一層推進するため、国

土交通大臣による航空輸送網の確保のための

基本指針の策定及び必要な支援の実施、空港

等の設置者による危険物等所持制限区域（仮

称）の指定に関する制度の創設、無人航空機の

機体の安全性の確保及び操縦を行おうとする

者について行う技能証明に係る制度の創設、

運輸安全委員会による無人航空機に係る事故

等の原因を究明するための調査の実施等の措

置を講ずる。 

 

３月上旬 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３月上旬 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


